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横浜経済の動向(平成 29年 6月) 

 
第 101 回横浜市景況・経営動向調査報告（特別調査） 

横浜市経済局  

 
 
 
【調査の概要】 

１．目的・内容：横浜市の経済・産業政策の効果的な展開に必要な企業動向・ニーズを早期かつ的確に把握する

ために、市内企業・市内に事業所をおく企業を対象にアンケート調査及びヒアリング調査を一

連の「景況・経営動向調査」として、四半期毎に年４回(６月、９月、１２月、３月)実施して

います。 
 
２．調査対象：市内企業・市内に事業所をおく企業 1,000社 

       回収数 582社（回収率：58.2％）（特別調査有効回答数：546社） 

市外本社企業

大企業 中堅企業 中小企業

１６ １５ １９３ １２ ２３６

(２４) (２３) (３２７) (２１) (３９５)

３０ １０１ １９６ １９ ３４６

(５３) (１５４) (３５４) (４４) (６０５)

４６ １１６ ３８９ ３１ ５８２

(７７) (１７７) (６８１) (６５) (１,０００)
合  計

市内本社企業
合  計

製造業

非製造業

 
 

※（ ）内は調査対象企業数 

※規模別の定義は以下の通りです。 

      大企業・・・・・・横浜市に本社を置き、資本金が 10億円以上の企業 

      中堅企業・・・・・横浜市に本社を置き、資本金が以下の基準に該当する企業 

製造業や卸売業、小売業、サービス業以外の非製造業：3～10億円未満 

                卸売業：1～10億円未満 

                小売業、サービス業：5 千万～10 億円未満 

      中小企業・・・・・横浜市に本社を置き、資本金が上記の基準未満の企業 

      市外本社企業・・・横浜市以外に本社を置く市内事業所 
 
３．調査時期：平成 29年 6月実施 
 
４．その他：図表中の構成比は小数点第２位を四捨五入し表記しており、表示上の構成比を合計しても 100％に

ならない場合があります。 
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労労働働力力がが『『不不足足ししてていいるる』』とと回回答答ししたた企企業業はは 55 割割をを超超ええるる   

労労働働力力不不足足のの理理由由でではは「「人人材材獲獲得得競競争争のの激激化化」」がが 7722 ..33％％でで際際立立つつ   
【ポイント】 

○ 労働力不足の状況は、「やや不足している」が 41.8％で最も高く、「大いに不足している」とあわせた『不足し

ている』は 53.0％で 5割を超えています。 

○ 不足していると感じている部門は、全産業では「営業・販売」（50.5％）、「専門・技術」（42.9％）、「生産・製

造工程」（38.1％）が上位 3 部門となっていますが、製造業においては「生産・製造工程」が 82.5％と非常に

高くなっています。 
○ 労働力が不足している理由では「人材獲得競争の激化（求人に対する応募者の減少や応募者の質の低下等）」

が 72.3％で最も高くなっています。 

○ 労働力確保に向け現在講じている取組は、「定年延長や再雇用等による高齢者の活用」が 47.8％で最も高く、

次いで「正社員の採用を強化」（33.9％）、「女性の活用」（30.2％）となっています。 
○  
 

 
 

第 101 回横浜市景況・経営動向調査（平成 29 年 6 月実施）（特別調査） 

 

 
  

【労働力不足の実態について】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【特別調査の概要】 

 
 

 
 
 
 
 
 

労働力不足の状況：業種別、規模別 

 

 

調査結果の概要 

調査結果のまとめ 

【調査対象】市内企業・市内に事業所を置く企業 1,000社（回収数：582社、回収率：58.2％、特別調査有効回答数：546社） 
【調査時期】平成 29年 5月 11日～6月 2日（調査票回答及びヒアリング調査期間） 
（注）通常調査の結果概要（自社業況ＢＳＩ等）については、平成 29年 6月 30日発表の内容をご参照ください。 

○ 労働力不足の状況は、「やや不足している」が 41.8％で最も高く、次いで、「あまり不足を感じていない」が

39.0％となっている。「やや不足している」と「大いに不足している」をあわせた『不足している』は 53.0％

で 5割を超えている。 

○ 『不足している』をみると、業種別では非製造業が 57.6％で、製造業の 46.2％に比べて 11.4ポイント高く、

規模別では大企業が 55.5％、中堅企業が 58.8％、中小企業が 50.5％と、いずれも 5割を超えている。 

1．労働力不足の状況 
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全産業(546)

製造業(223)

非製造業(323)

大企業(40)

中堅企業(109)

中小企業(368)

市外本社企業(29)

大いに不足している やや不足している あまり不足を感じていない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）
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労働力不足と感じている部門（複数回答） 

 

 

 

 

 

2. 労働力不足と感じている部門 

○ 大いに不足している、もしくはやや不足していると回答した企業において、不足していると感じている部

門（複数回答）についてみると、「営業・販売」が 50.5％で最も高く、次いで「専門・技術」（42.9％）、

「生産・製造工程」（38.1％）となっている。 

○ 業種別にみると、製造業では「生産・製造工程」が 82.5%と際立って高く、次いで「営業・販売」（45.6％）、

「専門・技術」（43.7%）となっている。非製造業では「営業・販売」の 53.2％、「専門・技術」の 42.5％

が他の部門に比べて高くなっている。非製造業の「生産・製造工程」は 13.4％と製造業（82.5％）との

差は大きく、業種別の特徴が認められる。 

○ 規模別にみると、全ての規模において「営業・販売」がいずれも 5割前後で最も高く、規模別の差は小さ

い。「専門・技術」と「研究・開発」では、中小企業が他の規模に比べて高く、規模が小さいほど専門技

術者や研究部門の人材の獲得に課題があることがうかがえる。 

 

※大いに不足している、もしくはやや不足していると回答した企業を対象として集計。 

営業・販売 専門・技術
情報システ

ム
研究・開発 サービス 事務

生産・製造

工程
その他 無回答

全産業(289) 50.5 42.9 10.0 11.8 13.5 18.7 38.1 8.3 0.3

製造業(103) 45.6 43.7 7.8 22.3 5.8 11.7 82.5 1.0 0.0

非製造業(186) 53.2 42.5 11.3 5.9 17.7 22.6 13.4 12.4 0.5

0
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60

70

80

90

全産業

製造業

非製造業

営業・販売 専門・技術 情報システム 研究・開発 サービス 事務
生産・製造工

程
その他 無回答

大企業(22) 54.5 27.3 9.1 9.1 18.2 31.8 40.9 0.0 0.0

中堅企業(64) 54.7 42.2 9.4 10.9 14.1 21.9 20.3 4.7 1.6

中小企業(186) 48.4 44.1 8.6 12.4 11.3 15.6 44.6 11.3 0.0

市外本社企業(17) 52.9 52.9 29.4 11.8 29.4 23.5 29.4 0.0 0.0
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60

大企業
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中小企業
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労働力が不足している理由：（複数回答 ３つまで） 
 
 

3. 労働力が不足している理由 

○ 大いに不足している、もしくはやや不足していると回答した企業において、不足している理由（複数回

答 ３つまで）についてみると、「人材獲得競争の激化（求人に対する応募者の減少や応募者の質の低

下等）」が 72.3％で際立って高く、次いで「慢性的な人手不足産業」（32.9％）、「景気の回復に伴う、

事業の拡大（事業所の新設や受注・販売量の増加等）」（29.1％）となっている。 

○ 業種別にみると、「人材獲得競争の激化（求人に対する応募者の減少や応募者の質の低下等）」が製造

業で68.9％、非製造業で74.2％とともに最も高い。非製造業では次いで「慢性的な人手不足産業」が41.9％

で高いが、製造業では 16.5％と低い。非製造業では製造業に比べて構造的に人手不足に直面している様

子がかいま見える。 

○ 規模別にみると、全ての規模において「人材獲得競争の激化（求人に対する応募者の減少や応募者の質

の低下等）」がいずれも 7 割を超え、最も高い。「慢性的な人手不足産業」は大企業（13.6％）、中堅

企業（25.0％）、中小企業（38.7％）と規模が小さいほど高く、小規模企業においては日常的に人手不

足の課題を抱えている様子がうかがえる。 

 

※大いに不足している、もしくはやや不足していると回答した企業を対象として集計 

　　

景気の回復

に伴う、事業

の拡大（事
業所の新設

や受注・販

売量の増加

等）

人材獲得競

争の激化

（求人に対
する応募者

の減少や応

募者の質の

低下等）

離職の増加

定年退職者

や再雇用も

終えた退職
者の増加

育児・介護

や私傷病等

に伴う休職
者や短時間

労働者の増

加

過去の採用

抑制の影響

慢性的な人

手不足産業

資格・免許

制度や配置

基準など規
制の見直し

進学に伴う

高卒等人材

の減少

その他 わからない 無回答

全産業(289) 29.1 72.3 28.4 17.6 7.3 20.4 32.9 3.8 4.5 6.6 1.0 0.3

製造業(103) 35.0 68.9 24.3 23.3 4.9 28.2 16.5 1.0 8.7 6.8 1.0 1.0

非製造業(186) 25.8 74.2 30.6 14.5 8.6 16.1 41.9 5.4 2.2 6.5 1.1 0.0
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景気の回復

に伴う、事

業の拡大
（事業所の

新設や受

注・販売量

の増加等）

人材獲得競

争の激化

（求人に対
する応募者

の減少や応

募者の質の

低下等）

離職の増加

定年退職者

や再雇用も

終えた退職
者の増加

育児・介護

や私傷病等

に伴う休職
者や短時間

労働者の増

加

過去の採用

抑制の影響

慢性的な人

手不足産業

資格・免許

制度や配置

基準など規
制の見直し

進学に伴う

高卒等人材

の減少

その他 わからない 無回答

大企業(22) 40.9 72.7 22.7 9.1 9.1 22.7 13.6 0.0 4.5 9.1 0.0 0.0

中堅企業(64) 43.8 78.1 39.1 10.9 9.4 14.1 25.0 1.6 3.1 4.7 0.0 0.0

中小企業(186) 24.2 70.4 25.8 20.4 4.8 22.0 38.7 4.8 5.4 7.0 1.6 0.5

市外本社企業(17) 11.8 70.6 23.5 23.5 23.5 23.5 23.5 5.9 0.0 5.9 0.0 0.0
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◎報告書掲載 URL  http://www.city.yokohama.lg.jp/keizai/happyou/keikyoureport.html （掲載予定日：７月１９日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

労働力確保に向け現在講じている取組（複数回答 ３つまで） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

4. 労働力確保に向け現在講じている取組について 

○ 労働力確保に向け現在講じている取組（複数回答 ３つまで）についてみると、「定年延長や再雇用等に

よる高齢者の活用」が 47.8％で最も高く、次いで「正社員の採用を強化」（33.9％）、「女性の活用」（30.2％）

となっている。 

○ 業種別にみると、製造業、非製造業ともに「定年延長や再雇用等による高齢者の活用」が最も高く、次い

で「正社員の採用を強化」、「女性の活用」となっており、業種別の大きな差異は認められない。 

○ 規模別にみると、全ての規模において「定年延長や再雇用等による高齢者の活用」が最も高く、次いで「正

社員の採用を強化」（33.9％）、「女性の活用」（30.2％）となっています。 

　　

女性の活

用

定年延長

や再雇用

等による
高齢者の

活用

外国人人

材の活用

正社員の

採用を強

化

アルバイ

ト・パート

の活用を
強化

パートな

ど非正規

社員の正
社員化の

促進

近隣から

の採用の

強化（職
住近接）

募集時の

賃金の引

き上げ

福利厚生

の充実

職場PR

の強化

インター

ンシップ

受け入れ
の強化

IT・IoT機

器の導入

による省
力化・効

率化の促

進

生産設備

の更新・

新規導入
による効

率化の促

進

従業員の

健康に配

慮した経
営（健康

経営）へ

の取組

テレワー

クやフ

レックス
タイム制

など多様

な働き方

の導入

アウト

ソーシン

グの活用
による業

務の見直

し

その他 無回答

全産業(546) 30.2 47.8 10.1 33.9 19.4 11.9 8.2 14.1 10.6 3.8 5.5 4.8 9.3 12.1 4.9 8.6 1.3 6.4

製造業(223) 29.6 51.1 15.7 30.5 13.0 8.5 9.0 12.6 8.5 3.6 2.7 4.0 16.1 13.5 2.7 8.5 1.3 7.2

非製造業(323) 30.7 45.5 6.2 36.2 23.8 14.2 7.7 15.2 12.1 4.0 7.4 5.3 4.6 11.1 6.5 8.7 1.2 5.9

0

10

20
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40
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60

全産業

製造業

非製造業

女性の

活用

定年延

長や再

雇用等に
よる高齢

者の活

用

外国人

人材の

活用

正社員

の採用を

強化

アルバイ

ト・パート

の活用を
強化

パートな

ど非正規

社員の
正社員

化の促

進

近隣から

の採用

の強化
（職住近

接）

募集時

の賃金

の引き上
げ

福利厚

生の充

実

職場PR

の強化

インター

ンシップ

受け入れ
の強化

IT・IoT機

器の導

入による
省力化・

効率化

の促進

生産設

備の更

新・新規
導入によ

る効率化

の促進

従業員

の健康に

配慮した
経営（健

康経営）

への取

組

テレワー

クやフ

レックス
タイム制

など多様

な働き方

の導入

アウト

ソーシン

グの活用
による業

務の見

直し

その他 無回答

大企業(40) 57.5 62.5 10.0 47.5 10.0 15.0 2.5 5.0 10.0 2.5 0.0 0.0 5.0 5.0 10.0 10.0 2.5 7.5

中堅企業(109) 30.3 50.5 5.5 41.3 27.5 11.9 6.4 10.1 14.7 3.7 5.5 6.4 6.4 13.8 4.6 11.0 0.0 1.8

中小企業(368) 25.5 45.4 12.0 30.7 18.5 11.1 9.8 16.8 10.1 4.3 4.6 4.1 10.3 10.3 3.5 7.1 1.6 8.2

市外本社企業(29) 51.7 48.3 3.4 27.6 13.8 17.2 3.4 6.9 3.4 0.0 24.1 13.8 13.8 37.9 17.2 17.2 0.0 0.0
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市外本社企業

http://www.city.yokohama.lg.jp/keizai/happyou/keikyoureport.html
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特別調査結果 

 

―労働力不足の実態について― 

 

 
 

労働力不足の状況については、「やや不足している」が 41.8％で最も高く、次いで「あまり不足を感じてい
ない」（39.0％）となっている。「やや不足している」と「大いに不足している」をあわせた『不足している』
は 53.0％で、5割を超えている。 

業種別にみると、製造業では「あまり不足を感じていない」が 45.7％で最も高く、次いで「やや不足して
いる」（38.1％）となっている。『不足している』は 46.2％と「あまり不足を感じていない」に比べてわずか
に高くなっている。非製造業では「やや不足している」が 44.3％で最も高く、次いで「あまり不足を感じて
いない」（34.4％）となっている。『不足している』は 57.6％となっている。 

業種別に比較すると、非製造業の『不足している』57.6％は製造業の 46.2％に比べて 11.4 ポイント高く、
非製造業において人手不足の課題を抱えている企業の割合が高い様子がうかがえる。 

規模別にみると、大企業では「やや不足している」が 50.0％で最も高く、次いで「あまり不足を感じてい
ない」（40.0％）となっている。『不足している』は 55.0％となっている。中堅企業では「やや不足している」
が 50.5％で最も高く、次いで「あまり不足を感じていない」（33.9％）となっている。『不足している』は 58.8％
となっている。中小企業では「あまり不足を感じていない」が 41.0％で最も高く、次いで「やや不足してい
る」（37.5％）となっている。『不足している』は 50.5％となっている。 

規模別に比較すると、「大いに不足している」が大企業で 5.0％、中堅企業で 8.3％、中小企業で 13.0％と
規模が小さいほど高くなっている。一方、「あまり不足を感じていない」では中小企業が最も高く、中小企業
においては人手不足が深刻な企業とさほどでもない企業の二極化がうかがわれる。 

 

図表 1  労働力不足の状況：業種別、規模別 
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1． 労働力不足の状況 
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 大いに不足している、もしくはやや不足していると回答した企業において、不足していると感じている部門（複

数回答）についてみると、「営業・販売」が 50.5％で最も高く、次いで「専門・技術」（42.9％）、「生産・製造

工程」（38.1％）となっている。 

 業種別にみると、製造業では「生産・製造工程」が 82.5％で非常に高く、次いで「営業・販売」（45.6％）、「専
門・技術」（43.7％）となっている。非製造業では「営業・販売」が 53.2％で最も高く、次いで「専門・技術」
（42.5％）、「事務」（22.6％）となっている。 

 業種別に比較すると、製造業の「生産・製造工程」（82.5％）は、非製造業の 13.4％に比べて 6倍強となって
おり、業種別の特徴があきらかに見て取れる。 

 規模別にみると、大企業では「営業・販売」が 54.5％で最も高く、次いで「生産・製造工程」（40.9％）、「事
務」（31.8％）となっている。中堅企業では「営業・販売」が 54.7％で最も高く、次いで「専門・技術」（42.2％）、
「事務」（21.9％）となっている。中小企業では「営業・販売」が 48.4％で最も高く、次いで「生産・製造工程」
（44.6％）、「専門・技術」（44.1％）となっている。 

 業種別に比較すると、全ての規模において「営業・販売」が最も高くなっている。「事務」では、規模が小さ
いほど低くなっている一方、「専門・技術」と「研究・開発」では規模が小さいほど高くなっており、小規模企
業において専門技術者や研究開発部門の人材確保に苦労している様子がうかがえる。 
 

図表 2 不足していると感じている部門（複数回答）：業種別、規模別 
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2. 不足していると感じている部門について 

（※大いに不足している、もしくはやや不足していると回答した企業を対象として集計） 
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大いに不足している、もしくはやや不足していると回答した企業において、労働力が不足している理由（複
数回答 ３つまで）についてみると、「人材獲得競争の激化（求人に対する応募者の減少や応募者の質の低下
等）」が 72.3％で最も高く、次いで「慢性的な人手不足産業」（32.9％）、「景気の回復に伴う、事業の拡大（事
業所の新設や受注・販売量の増加等）」（29.1％）となっている。 

業種別にみると、製造業では「人材獲得競争の激化」が 68.9％で最も高く、次いで「景気の回復に伴う、
事業の拡大」（35.0％）、「過去の採用抑制の影響」（28.2％）となっている。非製造業では「人材獲得競争の激
化」が 74.2％で最も高く、次いで「慢性的な人手不足産業」（41.9％）、「離職の増加」（30.6％）となってい
る。 

業種別に比較すると、製造業、非製造業ともに「人材獲得競争の激化」が最も高い。非製造業の「慢性的な
人手不足産業」は製造業（16.5％）の 2.5 倍に達し、「離職の増加」も高いなど、非製造業において人材の流
動化がすすんでいることが推察される。 

規模別にみると、大企業では「人材獲得競争の激化」が 72.7％で最も高く、次いで「景気の回復に伴う、
事業の拡大」（40.9％）、次に「離職の増加」と「過去の採用抑制の影響」が 22.7％で並んでいる。中堅企業
では「人材獲得競争の激化」が 78.1％で最も高く、次いで「景気の回復に伴う、事業の拡大」（43.8％）、「離
職の増加」（39.1％）となっている。中小企業では「人材獲得競争の激化」が 70.4％で最も高く、次いで「慢
性的な人手不足産業」（38.7％）、「離職の増加」（25.8％）となっている。 

規模別に比較すると、全ての規模において「人材獲得競争の激化」が最も高く、いずれも７割を超えている。
「慢性的な人手不足産業」は規模が小さいほど高くなっており、小規模企業においては日常的に人手不足の課
題を抱えている様子がうかがえる。 

 

図表 3 労働力が不足している理由（複数回答 ３つまで）：業種別、規模別 
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3. 労働力が不足している理由 

（※大いに不足している、もしくはやや不足していると回答した企業を対象として集計） 
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労働力不足が与える影響（複数回答 ３つまで）についてみると、「時間外勤務の増加や休暇取得数の減少」
が 50.2％で最も高く、次いで「需要の増加に対応できない（受注を見送り・先送りしている）」（42.2％）、「募
集賃金の上昇や既存人材の人件費を含むコストが増加している」（30.8％）となっている。 

 業種別にみると、製造業では「時間外勤務の増加や休暇取得数の減少」が 51.5％で最も高く、次いで「需
要の増加に対応できない」（40.8％）、「募集賃金の上昇や既存人材の人件費を含むコストが増加している」
（27.2％）となっている。非製造業では「時間外勤務の増加や休暇取得数の減少」が 49.5％で最も高く、次
いで「需要の増加に対応できない」（43.0％）、「募集賃金の上昇や既存人材の人件費を含むコストが増加して
いる」（32.8％）となっている。 

業種別に比較すると、製造業、非製造業ともに上位３位は内容、順位ともに同一となっている。製造業の「新
製品・新商品の研究開発がすすまない」は 25.2％で、非製造業の 5.9%に比べて 4倍強となっており、製造業
の業種特性がかいま見える。 

規模別にみると、大企業では「時間外勤務の増加や休暇取得数の減少」が 59.1％で最も高く、次いで「需
要の増加に対応できない」（40.9％）、「従業員の労働意欲の低下」（27.3％）となっている。中堅企業では「需
要の増加に対応できない」が 46.9％で最も高く、次いで「時間外勤務の増加や休暇取得数の減少」（45.3％）、
「募集賃金の上昇や既存人材の人件費を含むコストが増加している」（25.0％）となっている。中小企業では
「時間外勤務の増加や休暇取得数の減少」が 49.5％で最も高く、次いで「需要の増加に対応できない」（41.9％）、
「募集賃金の上昇や既存人材の人件費を含むコストが増加している」（35.5％）となっている。 

規模別に比較すると、「募集賃金の上昇や既存人材の人件費を含むコストが増加している」で、大企業
（13.6％）、中堅企業（25.0％）、中小企業（35.5％）と高くなっており、規模が小さいほど労働力不足の影響
が人件費コストの上昇に繋がっている様子が見て取れる。 

 

図表 4 労働力不足の影響（複数回答 ３つまで）：業種別、規模別 
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4. 労働力不足が与える影響について 

（※大いに不足している、もしくはやや不足していると回答した企業を対象として集計） 
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5－1 【現在講じている取組について】 
  労働力確保に向け現在講じている取組（複数回答 ３つまで）についてみると、「定年延長や再雇用等によ

る高齢者の活用」が 47.8％で最も高く、次いで「正社員の採用を強化」（33.9％）、「女性の活用」（30.2％）と

なっている。 

業種別にみると、製造業では「定年延長や再雇用等による高齢者の活用」が 51.1％で最も高く、次いで「正

社員の採用を強化」（30.5％）、「女性の活用」（29.6％）となっている。非製造業では製造業では「定年延長や

再雇用等による高齢者の活用」が 45.5％で最も高く、次いで「正社員の採用を強化」（36.2％）、「女性の活用」

（30.7％）となっている。 

業種別に比較すると、製造業、非製造業ともに上位３位は内容、順位ともに同一となっており、目立った差
異は認められない。 

規模別にみると、大企業では「定年延長や再雇用等による高齢者の活用」が 62.5％で最も高く、次いで「女
性の活用」（57.5％）、「正社員の採用を強化」（47.5％）となっている。中堅企業では「定年延長や再雇用等に
よる高齢者の活用」が 50.5％で最も高く、次いで「正社員の採用を強化」（41.3％）、「女性の活用」（30.3％）
となっている。中小企業では「定年延長や再雇用等による高齢者の活用」が 45.4％で最も高く、次いで「正
社員の採用を強化」（30.7％）、「女性の活用」（25.5％）となっている。 

 

図表 5-1 現在講じている取組（複数回答 ３つまで）：業種別、規模別 
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非製造業(323) 30.7 45.5 6.2 36.2 23.8 14.2 7.7 15.2 12.1 4.0 7.4 5.3 4.6 11.1 6.5 8.7 1.2 5.9
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 5－2 【今後実施を検討している取組について】 
  労働力確保に向け今後実施を検討している取組（複数回答 ３つまで）についてみると、「従業員の健康に

配慮した経営（健康経営）への取組」が 17.4％で最も高く、次いで「正社員の採用を強化」（17.0％）、「女性
の活用」（15.0％）となている。 

  業種別にみると、製造業では「生産設備の更新・新規導入による効率化の促進」が 26.9％で最も高く、次
いで「正社員の採用を強化」（20.2％）、「定年延長や再雇用等による高齢者の活用」（15.2％）となっている。
非製造業では「従業員の健康に配慮した経営（健康経営）への取組」が 19.5％で最も高く、次いで「福利厚
生の充実」（17.3％）、「女性の活用」（15.5％）となっている。 

  業種別に比較すると、製造業では生産設備の充実による効率化に、非製造業では従業員の健康や福利厚生に
着眼している様子がうかがえる。 

  規模別にみると、大企業では「従業員の健康に配慮した経営（健康経営）への取組」が 27.5％で最も高く、
次いで「IT・IoT機器の導入による省力化・効率化の促進」（22.5％）、次に「正社員の採用を強化」、「福利厚生
の充実」、「生産設備の更新・新規導入による効率化の促進」、「テレワークやフレックスタイム制など多様な働き
方の導入」が 17.5％で並んでいる。中堅企業では「IT・IoT機器の導入による省力化・効率化の促進」が 20.2％
で最も高く、次いで「女性の活用」（19.3％）、次に「正社員の採用を強化」と「アウトソーシングの活用による
業務の見直し」が 17.4％で並んでいる。中小企業では「正社員の採用を強化」が 17.9％で最も高く、次いで「生
産設備の更新・新規導入による効率化の促進」と「従業員の健康に配慮した経営（健康経営）への取組」が 16.3％
で並び、次に「女性の活用」（14.9％）となっている。 
   
 

 

図表 5-2 今後実施を検討している取組（複数回答 ３つまで）：業種別、規模別 
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中堅企業(109) 19.3 13.8 6.4 17.4 10.1 11.0 4.6 12.8 14.7 11.0 4.6 20.2 10.1 15.6 8.3 17.4 0.9 15.6

中小企業(368) 14.9 13.3 9.8 17.9 9.8 8.2 7.6 14.1 13.0 8.7 6.5 9.5 16.3 16.3 4.9 9.0 2.7 21.5
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労働力確保に向けた取組をすすめるにあたり、どのような行政支援が必要だと思うか（複数回答）について
は、「学校の就職担当者との交流機会の創出」が 30.2％で最も高く、次いで「福利厚生制度の更なる充実に対
する支援」（27.3％）、「多様な働き方の導入に対するアドバイス」（23.1％）となっている。 

業種別にみると、製造業では「学校の就職担当者との交流機会の創出」が 28.3％で最も高く、次いで「福
利厚生制度の更なる充実に対する支援」（23.3％）、「多様な働き方の導入に対するアドバイス」（20.6％）とな
っている。非製造業では「学校の就職担当者との交流機会の創出」が 31.6％で最も高く、次いで「福利厚生
制度の更なる充実に対する支援」（30.0％）、「多様な働き方の導入に対するアドバイス」（24.8％）となってい
る。 

業種別に比較すると、上位 3項目は内容、順位ともに同一となっており、業種別の大きな差異は認められな
い。 

規模別にみると、大企業では「多様な働き方の導入に対するアドバイス」が 40.0％で最も高く、次いで「福
利厚生制度の更なる充実に対する支援」（35.0％）、「学校の就職担当者との交流機会の創出」（32.5％）となっ
ている。中堅企業では「学校の就職担当者との交流機会の創出」が 34.9％で最も高く、次いで「福利厚生制
度の更なる充実に対する支援」（33.9％），「多様な働き方の導入に対するアドバイス」（22.9％）となっている。
中小企業では「学校の就職担当者との交流機会の創出」が 28.8％で最も高く、次いで「福利厚生制度の更な
る充実に対する支援」と「採用対象の拡大に対する相談・支援」が 23.9％で並んでいる。 

 

図表 6 労働力確保に取り組むために必要な行政支援（複数回答）：業種別、規模別 
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【回答企業（546 社）の属性】 

1. 従業員数 

  従業員数についてみると、「10人～49人」が 34.6％で最も高く、次いで「100人～299人」（21.2％）、「300

人以上」（15.8％）となっている。 

  業種別では、製造業、非製造業ともに「10人～49人」がそれぞれ 39.9％、31.0％で最も高い。 

  規模別では、大企業では「300人以上」の 50.0％、中堅企業では「100人～299人」の 33.0％、中小企業で

は「10人～49人」が 41.6％で最も高い。 

 

全従業員数：業種別、規模別 
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2. 年齢の割合 

  従業員の年齢の割合についてみると、「40代～50代」が 49.6％と 5割を占め、最も高い。「60代～」は 18.2％

で約 2割となっている。 

 業種別では製造業、非製造業ともに「40 代～50 代」が 51.4％、48.2％で最も高い。「60 代～」は製造業が

16.5％、非製造業が 19.4％で、非製造業が製造業に比べて 2.9ポイントとわずかに高い。 

 規模別では大企業では「40代～50代」が 52.9％で高く、中堅企業でも 50.9％、中小企業で 49.1％と高い。 

「60代～」は大企業（8.8％）、中堅企業（13.0％）、中小企業（21.2％）と規模が小さいほど高くなっている。 
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※合計が１００％前後になるもののみを有効回答として平均値を算出しております。 
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3. 男女比率 

  従業員の男女比率をみると、「男性」が 71.5％、「女性」が 28.5％で、男性が約 7割を占めている。 

  業種別では、「男性」は製造業が 75.3％、非製造業が 68.9％となっている。非製造業の「女性」は 31.1％

で製造業の 24.7％に比べて 6.4ポイントとやや高くなっている。 

  規模別では、全ての規模において「男性」の割合が 7 割前後で高い。中堅企業の「女性」は 31.3％で高く

なっている。 
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）

 
※合計が１００％前後になるもののみを有効回答として平均値を算出しております。 

 

4.雇用比率 

  回答企業の正社員、非正規社員の雇用比率をみると、「正社員」が 78.6％で 8割に近い。 

  業種別では、「正社員」が製造業では 83.1％と 8割を超えているが、非製造業では 75.5％と 8割未満なって

いる。一方、「非正規社員」は非製造業の 24.5％が製造業の 16.9％に比べて 7.6ポイント高く、非製造業で非

正規社員の割合が高い様子がうかがわれる。 

  規模別では、「正社員」が大企業で 81.1％、中堅企業で 73.2％、中小企業で 79.7％と高い。「非正規社員」

は中堅企業が 26.8％で最も高くなっている。 
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※合計が１００％前後になるもののみを有効回答として平均値を算出しております。 
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5. 定年制導入の有無 

  回答企業の定年制導入の有無については、「定年制有」が 84.4％で 8割を超えている。 

  業種別では、「定年制有」が製造業で 86.1％と、非製造業の 83.3％に比べて 2.8ポイントとやや高くなって

いる。一方、「定年制無」は非製造業が製造業に比べてやや高くなっている。 

  規模別では、「定年制有」が大企業で 95.0％、中堅企業で 93.6％で 9割を超えている。一方、中小企業では

79.6％と 8割である。「定年制無」は中小企業で 16.6％と最も高くなっている。 

 

11.9 

9.9 

13.3 

0.0 

2.8 

16.6 

3.4 

84.4 

86.1 

83.3 

95.0 

93.6 

79.6 

96.6 

3.7 

4.0 

3.4 

5.0 

3.7 

3.8 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(546)

製造業(223)

非製造業(323)

大企業(40)

中堅企業(109)

中小企業(368)

市外本社企業(29)

定年制無 定年制有 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

 
 

 

6. 定年年齢 

  回答企業の定年年齢についてみると、「60歳以下」が 74.2％で最も高く、次いで「65歳以下」（23.2％）と

なっており、あわせた『65 歳以下』で 97.4％に達している。 

  業種別では、「60歳以下」が製造業では 72.9％、非製造業では 75.1%で高い。『65歳以下』は製造業が 97.9％、

非製造業が 97.0％で差異は認められない。 

  規模別では、「60 歳以下」が大企業で 94.7％、中堅企業で 82.4％、中小企業で 67.2％と規模が小さいほど

低くなっている。「65歳以下」は規模が小さいほど高く、中小企業では 29.7％と 3割に達している。『65歳以

下』は大企業が 100％、中堅企業が 97.1％、中小企業が 96.9％となっている。 

 

定年年齢 

74.2 

72.9 

75.1 

94.7 

82.4 

67.2 

89.3 

23.2 

25.0 

21.9 

5.3 

14.7 

29.7 

10.7 

1.3 

0.0 

2.2 

0.0 

2.0 

1.4 

0.0 

0.2 

0.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.3 

0.0 

1.1 

1.6 

0.7 

0.0 

1.0 

1.4 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(461)

製造業(192)

非製造業(269)

大企業(38)

中堅企業(102)

中小企業(293)

市外本社企業(28)

60歳以下 65歳以下 70歳以下 71歳以上 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

 
※定年年齢を有りと回答した企業のみを対象としております。 
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